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工事発注において、予定価格超過や入札参加者がいないことなどを理由として、入札の

とりやめや不調が予測される工事について不調不落対策を試行しております。 

今回発注する「Ｒ１南摩川低水護岸災害復旧工事」については、公募型指名競争入札方

式（総合評価落札方式）の試行を行うとともに、標準的な積算と実勢価格に乖離が生じて

いると考えられることから、以下の試行及び採用をします。 
 
① ｢公募型指名競争入札方式（総合評価落札方式）」の試行 

   競争参加者が少数と見込まれ、技術難易度が比較的低い工事について対象工事ごとに

技術資料収集に係る公示資料の交付を受けて、競争参加希望者が参加表明確認申請書

及び技術資料（参加要件は企業のみとして技術者要件を求めない。）を提出し、指名基

準による選定を行い、指名された競争参加希望者により総合評価落札方式で落札者を

決定するものです。 

なお、総合評価は、災害活動実績を加算点としています。 

②「地域外からの労働者確保に要する間接費の設計変更」 

 本地域は、地域外からの労働者の確保が必要となる事が予想され宿泊費や労働者の赴

任手当など標準積算と実際に係る費用に乖離が考えられるため、共通仮設費及び現場

管理費の対象項目について、その妥当性を確認の上、実績変更する試行を行います。

③「難工事指定」 

本工事は、工事を適切に完成させた場合、その後の発注工事における総合評価項目

「難工事 施工実績評価対象工事（試行）」を加点対象とする「難工事指定」を採用し

ます。 

Ｒ１南摩川低水護岸災害復旧工事において 

「公募型指名競争入札方式（総合評価落札方式）」、「地域外からの労働者確保 

に要する間接費の設計変更」を試行、「難工事指定」を採用します。 
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《スケジュール》
○入札公示、入札説明書 交付
○競争参加資格確認申請書、見積書 提出期限
○入札書・工事費内訳書 提出期限
○開札日

：令和２年７月２２日（水）
：令和２年８月 ４日（火）
：令和２年９月 ３日（木）
：令和２年９月 ７日（月）

率分に含まれる主な項目
借上費 建物を建築する代わりに貸しビル、マンション、⺠家等を⻑期借上げした場合に要した費⽤等

宿泊費 労働者が、旅館、ホテル等に宿泊した場合に要した費⽤

労働者送迎費 労働者をﾏｲｸﾛﾊﾞｽ等で日々当該現場に送迎輸送を要するために要した費⽤

現場管理費 労務管理費 募集・解散費、賃金以外の食事・通勤等に要する費⽤

構成費目

営繕費

《難工事指定について》

本工事は、隣接地で行われているダム事業等との協議、限られた狭隘な作業ヤード内での施工があるため

「難工事」指定を実施します。「難工事指定」された工事は、完成時に70 点以上の工事成績評定を通知

された場合、今後発注される「難工事施工実績評価対象工事（試行）」の総合評価の評価項目において加

点対象となります。

《工事概要》
（１）工 事 名：Ｒ１南摩川低水護岸災害復旧工事
（２）工事場所：栃木県鹿沼市上南摩町地先
（３）工 期：契約締結の翌日から令和３年２月２６日
（４）入札方式：公募型指名競争入札方式（総合評価落札方式）
（５）工事種別：一般土木工事C＋Ｄ
（６）工事内容：河川土工 １式

掘削工 約 １，３００ｍ３
盛土工 約 ２００ｍ３
法面整形工 約 ４００ｍ２

法覆護岸工 １式
コンクリートブロック積工 １式
護岸付属物工 １式

根固め工 １式
根固めブロック工 約 ７００個
捨石工 約 １，３００ｍ３

構造物撤去工 １式
構造物取壊し工 １式
運搬処理工 １式

仮設工 １式

《公募型指名競争入札方式（総合評価落札方式）の試行について》

競争参加者が少数と見込まれ、技術難易度が比較的低い工事について対象工事ごとに技術資料収

集に係る公示資料の交付を受けて、競争参加希望者が参加表明確認申請書及び技術資料（参加要件は

企業のみとして技術者要件を求めない。）を提出し、指名基準による選定を行い、指名された競争参

加希望者により総合評価落札方式で落札者を決定するものです。

なお、総合評価は、災害活動実績を加算点としています。

《地域外からの労働者確保に要する間接費の設計変更について》

「共通仮設費（率分）のうち営繕費」及び「現場管理費のうち労務管理費」の下記に示す費用（以下

「実績変更対象費」という）について、設計変更の対象とする。

営 繕 費：労働者送迎費、宿泊費、借上費

労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃金以外の食事、通勤等に要する費用見積の

提出を求める工種
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